
下水道事業会計予算





（総則）

（業務の予定量）

千円 千円

　　　令和４年度小郡市下水道事業会計予算

　　第４項　予備費

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ５０６，５２４ 千円は、

  当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ５０，８６６千円、過年度分損益勘定留保資金 ７６，４０３千円、当年度分損益勘

　定留保資金 ３７９，２５５千円で補てんするものとする。）。

　　第１項　建設改良費

　　第３項　負担金

（収益的収入及び支出）

千円

② 流域下水道建設負担金

　第１款　下水道事業収益

８,３２４

１２３,７４７

７６９,９５６

　　第１項　営業費用

７５０,３９１

　　第３項　特別利益

千円

（資本的収入及び支出）

収　　入

千円

　　第１項　企業債

千円

７２２,１００

千円１,０３３,０４７

千円１５４,０００

７６９,６１５

　　第２項　借入金償還金

千円

６４４,９３８

収　　入

　　第１項　営業収益

千円

１３,７４７

１

　　第２項　補助金

１,７２５,０２７

９６６,３１２

　　第７項　出資金

１,７３２,９６７　第２款　下水道事業費用

１４３,２００

第１条　令和４年度小郡市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

① 公共下水道管渠整備事業

千円

１,５３９,５７１

(２) 主要な建設改良事業

４,８１２,４４１

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 年間有収水量 ㎥

支　　出

千円

１,５８６,６８２

千円

千円

千円

　　第３項　特別損失

千円

２,０００

　　第２項　営業外費用 １４４,２８４

千円

　　第２項　営業外収益

千円

　第３款　資本的収入 　第４款　資本的支出

支　　出
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第６条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

営業費用と営業外費用

職員給与費

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

資本費平準化債

千円

(１)

令和４年２月２２日提出

流域下水道事業債 １１３,４００

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（企業債）

千円

１００,０００

(１)

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

千円

４５９,９００

（一時借入金）

公共下水道事業債
（特別措置分）

小郡市長　　加 地　良 光

千円７５,０５３

千円

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には、その債権者と協定
するところによる。
ただし、企業財政の都合によ
り、据置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上償還又
は低利に借換することができ
る。

　　　　４.０％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

証書借入
又は

証券発行

　場合は、議会の議決を経なければならない。

４８,８００

公共下水道事業債



予算に関する説明書





３ 他 会 計 負 担 金 ２８,６０１

５ 長 期 前 受 金 戻 入 ３４６,６１１

１ 下 水 道 事 業 収 益 １,７２５,０２７

１ 営 業 収 益 ９６６,３１２

１．収益的収入及び支出（税込）

収　入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

４ 国 県 補 助 金 ７,２５０

１ 受取利息及び配当金 １

３ 他 会 計 負 担 金 ３９３,０２０

４ そ の 他 営 業 収 益 １,７２６

２ 営 業 外 収 益 ７５０,３９１

１ 下 水 道 使 用 料 ９３５,９８５

３ 特 別 利 益 ８,３２４

３ そ の 他 特 別 利 益 ８,３２４

８
消費税及び地方消費税
還 付 金

１

９ 雑 収 益 ３,５０８

令和４年度　小郡市下水道事業会計予算実施計画
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支　出

３ 総 係 費 ６８,７１５

４
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

６５９,３０５

１ 管 渠 費 ４６,９９８

２ 業 務 費 １６,３３８

２ 下 水 道 事 業 費 用 １,７３２,９６７

１ 営 業 費 用 １,５８６,６８２

（ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

３ 雑 支 出 ５２０

３ 特 別 損 失 １

１ 支 払 利 息 １４２,７６４

２ 消費税及び地方消費税 １,０００

５ 減 価 償 却 費 ７９１,８６０

２ 営 業 外 費 用 １４４,２８４

６ 資 産 減 耗 費 ３,４６６

１ 予 備 費 ２,０００

５ そ の 他 特 別 損 失 １

４ 予 備 費 ２,０００



款 項 目 予　定　額 備　　考

３ 資 本 的 収 入 １,０３３,０４７

２．資本的収入及び支出（税込）

収　入 （ 単 位 ： 千 円 ）

３ 負 担 金 １３,７４７

２ 受 益 者 負 担 金 １３,７４７

２ 補 助 金 １５４,０００

１ 公共下水道国庫補助金 １５４,０００

１ 企 業 債 ７２２,１００

１ 建 設 改 良 企 業 債 ７２２,１００

７ 出 資 金 １４３,２００

１ 他 会 計 出 資 金 １４３,２００
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４ 資 本 的 支 出 １,５３９,５７１

１ 建 設 改 良 費 ７６９,６１５

支　出 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　定　額 備　　考

２ 借 入 金 償 還 金 ７６９,９５６

１ 企 業 債 償 還 金 ７６９,９５６

１ 公 共 下 水 道 整 備 費 ６４４,９３８

２ 流域下水道建設負担金 １２３,７４７

３ 固 定 資 産 購 入 費 ９３０



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 142,764
未収金の増減額（△は増加） 25,753
未払金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少） 575
長期前受金戻入額 △ 346,611
受取利息及び受取配当金 △ 1

当年度純利益又は当年度純損失（△） △ 28,318
減価償却費 791,860

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 6,772

△ 77,744

固定資産除却費 3,466

無形固定資産の取得による支出 △ 112,499
国庫補助金等による収入 140,000
負担金による収入 12,498

業務活動によるキャッシュ・フロー 362,209

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 591,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 769,954
他会計からの出資による収入

小　計 504,972
利息及び配当金の受取額 1
利息の支払額 △ 142,764

３

投資活動による未払金の増減額（△は減少） 2,215
投資活動による未収金の増減額（△は増加）
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 546,503

2,283

143,200
財務活動によるキャッシュ・フロー 95,346

財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 722,100

147,945
資金増加額（又は減少額） △ 88,948
資金期首残高
資金期末残高 58,997

令和４年度　小郡市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和4年4月1日から令和5年3月31日まで）

（ 単 位 ： 千 円 ）
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（単位：千円）（単位：千円）

( )

( )

( )

※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

（単位：千円）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

比 較 ― 0 247 4,777 3,226

308 0

給　与　費　明　細　書

１　総　　括

区 分
職　員　数

10,701

給　与　費
法定福利費 合　計

12,734

0

75,053
1

18,832 54,069 10,283前 年 度 64,352― 10 749 34,488
1

8,250 2,451

区 分

手当等 計
（人） （人）

本 年 度 ― 10 996 39,265 22,058 62,319

13,347

特 別 職 一 般 職
報　酬 給　料

比 較 990 △ 312 25 0

15 720

時 間 外
勤 務 手 当

期 末 勤 勉
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

通 勤
手 当

管 理 職
手 当

扶 養
手 当

住 居
手 当

2,285

手

当

等

の

内

訳 △ 70

児 童
手 当

本 年 度 1,746 0 1,192 623 2,200 15,632 15 650

前 年 度 756 312 1,167 623 1,892



　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）（単位：千円）

( )

( )

( )

※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

（単位：千円）

※期末勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

△ 70

74,047
1

時 間 外
勤 務 手 当

児 童
手 当

本 年 度 1,746 0 1,192 2,200

63,596
1

比 較 ― 0 0 4,777 3,226 8,003 2,448 10,451
0

22,058 61,323 12,724

管 理 職
手 当

手

当

等

の

内

訳

区 分

法定福利費

10,276

期 末 勤 勉
手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

区 分

720

15,632 15 650

前 年 度

合　計
特 別 職 一 般 職

報　酬 給　料 手当等 計
（人） （人）

本 年 度 ― 10

312 1,167

0 39,265

2,285 025 0

623

756 623 1,892 13,347

前 年 度

職　員　数 給　与　費

― 10 0 34,488 18,832 53,320

990 △ 312

扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

比 較

15

308
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）（単位：千円）

250

区 分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　計

1,006

前 年 度 ― ― 749 0 0 749 7 756

0 10

比 較

（人）

― 996本 年 度 ―

一 般 職
報　酬 給　料 手当等

― ― 247 0 0 247 3

0

特 別 職
計

（人）

996



（単位：千円）

平均昇給率

職員数の異動状況
（現に在職する職員数） （その他） （計）

10人 1人 11人
10人 1人 11人

4,777

通勤手当 25

備 考

本年度
前年度

318

住居手当 △ 312

説 明

1.63%

4,459

時間外勤務手当

昇 給
に 伴 う
増 加 分

手当等 3,226

制度改正
に 伴 う
増 減 分

児童手当

扶養手当 990

２　給料及び手当等の増減額の明細

区　分

給　料

その他の
増 減 分 3,226

△ 70

308
期末勤勉手当 2,285

増減額 増減事由別内訳

給与改定
に 伴 う
増 減 分

その他の
増 減 分
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令和3年1月1日現在

平均給料月額 （円） 264,840

（円） 285,909

平 均 年 齢 （歳） 33.2

（歳） 36.5

高 校 卒 154,900 154,900 150,600 147,900

大 学 卒 182,200 182,200 182,200 ―

平均給与月額

(２)初任給

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 国の制度

（円） （円） 一般行政職（円） 技 能 労 務 職（円）

３　給料及び手当の状況

(１)職員１人当たり給与

区　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

令和4年1月1日現在

平均給料月額 （円） 286,420

平均給与月額 （円） 311,599

平 均 年 齢



※（　）内は再任用短時間勤務職員を外書き

( 0 )

( 0 )

( 0 )

( 1 )

( 0 )

0

0

20.0

( 0.0 )

令和4年1月1日現在

５　級

３　級

区　分 １　級 ２　級 ３　級 ６　級

一般行政職

2 ( 0 )

0 ( 0 )

10 ( 1 )

2 ( 1 )

3

2

( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

100.0 ( 100.0 )

20.0

1

（級別の基準となる職務）
４　級 ５　級

( 0.0 )

技 能 労 務 職

級 職員数　（人）

１　級

10

4 ( 0 )

( 0 )

( 0 )

0

1

4

0

構成比　（％）

20.0

７　級

計 ( 1 )

( 0.0 )

0.0 ( 100.0 )

40.0

級 職員数　（人） 構成比　（％）

５　級

１　級

区 分
一 般 行 政 職

２　級

２　級

計

３　級

10.0

30.0 ( 0.0 )

( 0.0 )

10.0

( 0.0 )

0.0

40.0

４　級

(３)級別職員数

７　級

６　級

主事の職務
その他の職員

主事の職務
その他の職員

係長、主査、
主任主事、主任、
主事の職務、
その他の職員

係長、企画主査、
主査、掛長、
技術員の職務

課長、主幹、
参事、課長補佐、
指導主事、
参事補、
企画主査、
指導主査、
指導技術員の職務

部長、課長、
主幹、参事の職務

( 0 )

( 0 )

1 ( 0 )

( 0.0 )

10.0 ( 0.0 )

0.0 ( 0.0 )

100.0 ( 100.0 )

７　級

部長の職務

( 100.0 )

0.0 ( 0.0 )

６　級

４　級
令和3年1月1日現在
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４号給（人） 7

(４)昇給

7

（Ａ）

6

（人） 4 4

（％） 100.0 100.0

一 般 行 政 職

(５)特殊勤務手当

前
年
度

（令和4年1月1日現在）

支給対象職員1人当たり平均支給月額 （円） 0

その他

本
年
度

（人） 6

一 般 行 政 職

（人）

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

10

号 給 数 別 内 訳

区 分 合　計

その他（人）

職 員 数 10

100.0

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

（％）

10

10

100.0

3 3

技 能 労 務 職

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

（人）

10 10

0.0 0.0

0.0

技 能 労 務 職

10

全 職 種

0

号 給 数 別 内 訳
４号給

比 率

（％）

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％）

職 員 数 （Ａ） （人）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 行旅病死人取扱手当、伝染病作業手当、災害作業手当、災害出動手当

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

（Ｂ）／（Ａ）

10

0.0

区 分



支給期別支給率

※（　）内は再任用職員の標準的な支給率

交通用具利用者の距離別支給額

24.586875 33.27075 47.709

同　一

最 高 限 度

通 勤 手 当 一部異

住 居 手 当 同　一

47.709

本 年 度

47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（3％～45％加算）

備考
　１２月（月分） （月分）

国 の 制 度
2.225 2.225 4.45

区　分

有

区 分 差異の内容国の制度との異同

( 2.35 )

その他の加算措置等

( 2.35 )

( 支 給 率 等 )

(８)その他の手当

前 年 度
2.225 2.225 4.45

有
( 1.175 ) ( 1.175 )

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

35年勤続の者

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支給率計

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

扶 養 手 当 同　一

4.45
有

( 1.175 ) ( 1.175 )

地 域 手 当

(６)期末手当・勤勉手当

(７)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者

支 給 率 等

国 の 制 度
24.586875 33.27075

　６月（月分）

2.225 2.225

( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )
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24,429,077

208,604

1,443

1,110

令和４年度　小郡市下水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和5年3月31日）

資　産　の　部

１　固　定　資　産

3,879,235

(3)

20,689,724
ハ

425,462
58,997

24,840,043

(2)
△ 22,431

25,302,071

403,031

2,000
2,000

(1)
イ

110,747
ニ

イ

ヘ

無 形 固 定 資 産
3,879,235

△ 1,054 56

△ 97,857

△ 3,739,353

未 収 金
現 金 預 金

20,958,808

(2)

873
ホ

111,956

45,452

２　流　動　資　産
(1)

イ

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額
構 築 物
土 地

有 形 固 定 資 産 合 計
建 設 仮 勘 定
減価償却累計額
工具、器具及び備品
減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額
機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

出 資 金
投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計
施 設 利 用 権

ロ

資 産 合 計
流 動 資 産 合 計

未 収 金 貸 倒 引 当 金

△ 570

投資その他の資産合計

（単位：千円）

462,028



他 会 計 補 助 金
国 庫 補 助 金

72,150
788,097

12,025,773

25,302,071

286,855

3,712,103

844,739
2,777,092

9,406
18,549

10,440,078

イ

867,062

6,262
預 り 金
賞 与 引 当 金

引 当 金

90,272

6,262

負　債　の　部

３　固　定　負　債

未 払 金

553

企 業 債

固 定 負 債 合 計 10,440,078

(2)

イ

△ 2,057,917

314,972
4,027,075

資　本　の　部

(2)

162
資本剰余金合計

固 有 資 本 金

286,855

利 益 剰 余 金
イ

3,712,103ハ

当年度未処分利益剰余金

28,117

21,274,996
9,967,856

資 本 金

他 会 計 出 資 金

４　流　動　負　債

(2)

６　資　本　金
(1)

長 期 前 受 金

ロ

資 本 合 計
剰 余 金 合 計
利益剰余金合計

(4)

負 債 資 本 合 計

５　繰　延　収　益
(1)

負 債 合 計
繰 延 収 益 合 計

７　剰　余　金
(1)

イ

長期前受金収益化累計額

企 業 債

(3)

(1)

(1)

ロ

ハ

流 動 負 債 合 計

受 贈 財 産評 価額
資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計
組 入 資 本 金
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856,119

(5)

393,941

8,270

当年度未処分利益剰余金

11,483

156,172

５　特　別　利　益　

1,706

1,510,751
629,391

25,741

そ の 他 特 別 利 益

1

343,511

159,313

(1)

雑 支 出

1 1

8,270

595,381

６　特　別　損　失　

315,173

8,269

(2)

340,914

34,010

雑 収 益

(2) 他 会 計 負 担 金

支 払 利 息

長 期 前 受 金 戻 入
(3) 国 県 補 助 金

そ の 他 特 別 損 失

5,758

3,141

４　営　業　外　費　用
(1)

当 年 度 純 損 失
(1)

経 常 損 失

(4)

令和３年度　小郡市下水道事業予定損益計算書（税抜）

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

（単位：千円）
１　営　業　収　益

23,535(2) 他 会 計 負 担 金
(3) そ の 他 営 業 収 益

(1) 下 水 道 使 用 料

62,952

(5)
営 業 損 失

(1)
３　営　業　外　収　益

13,883

(4)

(2)
総 係 費 62,577
流 域 下 水 道 維 持 管 理 負 担 金

管 渠 費

881,360

２　営　業　費　用

(3)

受取利息及び配当金

減 価 償 却 費

(1)
業 務 費

592,886
778,453

前年度繰越利益剰余金

754,694



工具、器具及び備品

減価償却累計額
建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

現 金 預 金 147,945

21,032,625

△ 29,203 424,295

ロ

3,897,245

(3)
イ 2,000

58,347

２　流　動　資　産
(1)

30
1,110

有 形 固 定 資 産 合 計

2,000

（単位：千円）

600

212,068

56

25,504,110
572,240

(2)

24,931,870

3,897,245

ヘ

投資その他の資産合計

(1)

△ 1,054

△ 570

△ 81,923

△ 3,093,936

イ

土 地
構 築 物

資　産　の　部

イ 45,452
23,892,531

ハ 機 械 及 び 装 置

(2)

ホ

130,145
ニ

流 動 資 産 合 計

未 収 金
未 収 金 貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権

20,798,595減価償却累計額

減価償却累計額
車 両 運 搬 具
減価償却累計額

１　固　定　資　産

453,498

令和３年度　小郡市下水道事業予定貸借対照表（税抜）

（令和4年3月31日）

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産
出 資 金

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
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3,568,903

７　剰　余　金
(1)

イ

(3)
イ

ハ
701,539

10,161,969

資 本 剰 余 金

賞 与 引 当 金

21,591,917

9,406

企 業 債

組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

147,677

10,506,075

４　流　動　負　債

553

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,711,306

固 定 負 債 合 計

769,956

18,549

28,117

11,873,275

(4) 預 り 金
流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

ハ 他 会 計 補 助 金

負 債 合 計

資 本 金
固 有 資 本 金
他 会 計 出 資 金

資　本　の　部

６　資　本　金

923,873

５　繰　延　収　益
(1)

10,506,075

国 庫 補 助 金

5,687

イ

受 贈 財 産評 価額

5,687

(1)

ロ
90,272 3,568,903

(2)

ロ

(1)
イ

(1)

162

2,777,092

３　固　定　負　債

負　債　の　部

引 当 金

企 業 債
未 払 金(2)

資本剰余金合計

利益剰余金合計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

315,173
315,173

利 益 剰 余 金
当年度未処分利益剰余金

25,504,110
3,912,193

343,290

繰 延 収 益 合 計



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

　１．固定資産の減価償却の方法

　　(１)有形固定資産・・・定額法による。

２０年から５０年

２０年

５年

５年

　　(２)無形固定資産・・・定額法による。

５０年

　２．引当金の計上方法

　　(１)退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　(２)賞与引当金
　　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

　　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(３)貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　(１)消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１．企業債の償還に係る他会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

　　負担すると見込まれる額は、６，９５３，４０４千円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示
　小郡市下水道事業は、公共下水道事業のみの単一セグメントであり、損益計算書等と重複することからセグメント情報は省略する。

施設利用権

工具、器具及び備品

車両運搬具

注記

機械及び装置

構築物

・主な耐用年数
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雨水処理に要する経費に対する一般会計繰入金

督促手数料、下水道台帳交付手数料、排水設備責任技術者登録手数料等

延滞金、過料

分流式下水道等に要する経費等に対する一般会計繰入金

公共下水道維持管理に係る国庫補助金

建設改良のための財源である補助金等の長期前受金のうち今年度収益化したもの

下水道施設維持管理負担金（基山町）等

流域下水道事業に係る返還金

１　収益的収入及び支出（税込）

収　入 （単位：千円）

款 項 予　定　額

1

雨水処理負担金 28,601 

４その他営業収益 1,726 

手数料 325 

1

1

3

1

1

935,985 

下水道使用料 935,985 

３他会計負担金 28,601 

説　　　　　明

１下水道事業収益 1,725,027 

１営業収益 966,312 

目

１下水道使用料

４国県補助金 7,250 

国庫補助金 7,250 

５長期前受金戻入 346,611 

6

1

2

4

5

1 

３他会計負担金 393,020 

他会計負担金 393,020 

雑収益 1,401 

２営業外収益 750,391 

１受取利息及び配当金 1 

預金利息

消費税及び地方消費税還付金 1 

９雑収益 3,508 

その他雑収益 3,508 

1

3

2

1,925 

長期前受他会計補助金戻入 11,576 

８消費税及び地方消費税還付金 1 

長期前受受贈財産評価額戻入 150,097 

長期前受受益者負担金戻入 18,648 

長期前受国庫補助金戻入 164,365 

長期前受県補助金戻入

３特別利益 8,324 

３その他特別利益 8,324 

その他特別利益 8,324 

令和４年度　小郡市下水道事業会計予算事項別明細書

節

1



下水道管渠、マンホールポンプ等

マンホールポンプ通信料、水洗化促進のための啓発文書郵送料

下水道管渠清掃手数料等

下水道賠償責任保険料、建物総合損害共済に係る共済基金分担金

マンホールポンプ維持管理業務、内水ハザードマップ作成業務、雨水幹線清掃業務等

鉄道敷占用料等

維持補修工事、雨水幹線浚渫工事等

マンホールポンプ電気料

大刀洗町との排水協定に基づく負担金

会計年度任用職員報酬

会計年度任用職員費用弁償

納付書、口座振替通知書等

納付書等郵送料等

口座振替、コンビニ収納等

上下水道料金一体徴収業務、上水道使用量リスト作成業務等

職員7人分

扶養手当、管理職手当、通勤手当、期末勤勉手当等

共済組合負担金、共済組合事務費等

公用車車検等

自動車損害共済に係る共済基金分担金

下水道台帳管理システム保守更新業務、公営企業会計システム保守業務

有料道路等使用料

目 節

２下水道事業費用 1,732,967 

１営業費用 1,586,682 

9 備消品費 20 

18

（単位：千円）

款 項 予　定　額 説　　　　　明

支　出

１管渠費 46,998 

修繕費 10,000 

通信運搬費 453 

14

16

17 手数料

263 

5,500 21

23

550 

保険料 210 

9

14

18

法定福利費

委託料 23,139 

1,943 

手数料 390 

委託料 12,172 

２業務費 16,338 

印刷製本費

1,625 

5,228 

材料費

11,671 

保険料 56 

2

3,678 

使用料及び賃借料 8 

19

20

委託料

160 

10 24

12

16

17

19

1 報酬

8 旅費

996 

16 

25 負担金

修繕費

通信運搬費

821 

7,926 

18 

72 

19

20 使用料及び賃借料

工事請負費

動力費

旅費

備消品費

3

4

8

３総係費 68,715 

給料 27,268 

手当等
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協会等に対する負担金等

低地排水設備助成金等

期末勤勉手当に係る引当金（令和4年12月～令和5年3月分）

下水道使用料、受益者負担金に係る引当金

宝満川流域下水道事業及び筑後川中流右岸流域下水道事業に係る維持管理負担金

構築物、機械及び装置

流域下水道施設利用権

マンホールポンプ等の除却費

過誤納還付金等

1,747 

（単位：千円）

款 項 予　定　額 説　　　　　明

25

２営業外費用

1,000 

消費税及び地方消費税 1,000 

３雑支出 520 

その他特別損失

負担金 659,305 

５減価償却費 791,860 

貸倒引当金繰入額 10,151 

１支払利息 142,764 

企業債利息 142,264 

一時借入金利息 500 

予備費

520 

４予備費

3

雑支出

1

補助金 1,450 

賞与引当金繰入額 4,510 

有形固定資産減価償却費 661,351 

無形固定資産減価償却費 130,509 

2,000 

１予備費 2,000 

2,000 

1 

２消費税及び地方消費税

659,305 

25

1

2

６資産減耗費

1 固定資産除却費

3,466 

3,466 

1

節

負担金

４流域下水道維持管理負担金

144,284 

26

31

34

目

1 

３特別損失 1 

５その他特別損失

1

2

1



公共下水道整備に係る国庫補助金

公共下水道整備に係る受益者負担金

流域下水道臨時措置分等の企業債元金償還金に対する一般会計繰入金

13,747 

（単位：千円）

款 項

13,747 

２補助金 154,000 

13,747 

２受益者負担金

７出資金 143,200 

１他会計出資金 143,200 

113,400 

下水道事業債特別措置分 48,800 3

4

1

１建設改良企業債

説　　　　　明

３資本的収入 1,033,047 

資本費平準化債 100,000 

154,000 

受益者負担金

１公共下水道国庫補助金

流域下水道事業債

他会計出資金 143,200 1

収　入

予　定　額

722,100 

1

2

３負担金

1

２　資本的収入及び支出（税込）

154,000 

公共下水道国庫補助金

目 節

公共下水道事業債 459,900 

１企業債 722,100 
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職員4人分

扶養手当、通勤手当、期末勤勉手当等

共済組合負担金、共済組合事務費等

仮設水道使用料

水質検査手数料

実施設計業務等

建設物価データ使用料等

管渠布設工事、改築工事

水道管移設補償

期末勤勉手当に係る引当金（令和4年12月～令和5年3月分）

宝満川流域下水道事業及び筑後川中流右岸流域下水道事業に係る建設負担金

8

9

13

17

19

20

21

27

512,110 

備消品費

58,710 

流域下水道事業債償還金 184,136 

２流域下水道建設負担金 123,747 

負担金 123,747 

２借入金償還金 769,956 

工事請負費 512,000 

補償費 20,000 

賞与引当金繰入額 1,752 

手数料 20 

委託料 89,300 

使用料及び賃借料 56 

下水道事業債特別措置分償還金

2

3

1

930 

930 3 車両購入費

３固定資産購入費

資本費平準化債償還金 15,000 

１企業債償還金 769,956 

公共下水道事業債償還金

（単位：千円）

850 

光熱水費 20 

給料 11,997 

手当等 5,153 

法定福利費 3,780 

説　　　　　明

４資本的支出 1,539,571 

１建設改良費

旅費 10 

目 節

769,615 

１公共下水道整備費 644,938 

支　出

款 項 予　定　額

2

4

3

4

31
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